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1．2027年3月期　第1四半期　連結決算の概要

（1）お客さま数・販売量
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エネルギー

お客さま数

2027.3期

1Q

2026.3期

1Q
増減 増減率 摘要

お客さま数（千件） 3,134 3,104 30 1.0%

都市ガス 1,763 1,755 8 0.4%

LPG※ 653 646 8 1.2%

電気 718 704 15 2.1%

エネルギー

販売量

2027.3期

1Q

2026.3期

1Q
増減 増減率 摘要

都市ガス（百万ｍ³） 760 778 △19 △2.4%

家庭用 131 141 △10 △7.3% 4、5月の高気温影響など

業務用等 629 637 △8 △1.3% 需要開発+4、気温影響△2、
その他△9

LPG（千トン） 111 114 △3 △2.5% 4、5月の高気温影響など

電気（百万kWh） 532 539 △7 △1.3% 6月後半の冷房需要減など

＜参考＞平均気温 （℃） 20.3 20.1 0.2 ー

※ 配送受託件数を含む



1．2027年3月期　第1四半期　連結決算の概要

（2）収支状況
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(単位：億円)

2027.3期
1Q

2026.3期
1Q

増減 増減率

売上高 1,448 1,614 △166 △10.3%

売上原価 1,044 1,089 △45 △4.2%

供給販売費及び一般管理費 327 326 1 0.4%

営業利益 76 198 △121 △61.5%

経常利益 105 220 △114 △52.0%

特別損益 24 10 14 144.0%

親会社株主に帰属する

四半期純利益
94 166 △71 △43.3%

※政策保有株式の売却益 19億円など

2027.3期
1Q

2026.3期
1Q

対前年同期比較

原油価格(全日本CIF) 112.7 ドル/バレル 75.1 ドル/バレル 37.6ドル高

為替レート(TTM) 159.6 円/ドル 144.6 円/ドル 15.0円安

※



1．2027年3月期　第1四半期　連結決算の概要

（3）セグメント別  売上高・営業利益
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増減率が1,000%を超える場合は「－」とする

（単位：億円）

売上高

2027.3期

1Q

2026.3期

1Q
増減 増減率

ガス 920 1,115 △194 △17.5%

LPG・その他エネルギー 259 233 25 11.0%

電気 201 196 5 2.6%

その他 137 135 1 0.9%

調整額 △69 △66 △3 ー

連結売上高 1,448 1,614 △166 △10.3%

営業利益

2027.3期

1Q

2026.3期

1Q
増減 増減率

ガス 57 161 △103 △64.3%

LPG・その他エネルギー 12 5 7 128.0%

電気 △14 11 △25 ー

その他 16 15 0 0.7%

調整額 4 4 0 ー

連結営業利益 76 198 △121 △61.5%
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1．2027年3月期　第1四半期　連結決算の概要

（4）経常利益　増減要因（対前年同期）

経常利益
△114億円
（220⇒105）

営業利益
△121億円
（198⇒76）

■ガス販売量の影響 △10億円

■原料関連の市況変動等の影響 △70億円

【内訳】

・スライドタイムラグ △100億円
（55⇒△45）

・原材料在庫の受払差 ＋5億円
（△5⇒0）

・その他 ＋25億円

■経費等の影響 △23億円

ガス
△103億円
（161⇒57）

営業外収支
＋7億円
（21⇒29）

(注) 括弧内の数値…左側：2026.3期1Q利益の絶対値
右側：2027.3期1Q利益の絶対値

電気
△25億円
（11⇒△14）

LPGその他
＋7億円
（5⇒12）

その他 (調整額含む)

    ＋0億円
   （20⇒20）



1．2027年3月期　第1四半期　連結決算の概要

（5）財政状況等
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(単位：億円)

2027.3期

1Q末

2026.3期

期末
増減 2027.3期

1Q

2026.3期

1Q
増減

総資産 8,330 8,094 235 投融資 223 156 66

純資産 4,955 4,775 180 減価償却費 93 92 0

有利子負債 1,928 1,729 199

自己資本

比率
59.4% 59.0%

0.4

ポイント

D/Eレシオ

(倍)
0.39 0.36 0.03
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2027.3期
見通し

2026.3期
実績

増減 増減率 摘要

都市ガス（百万ｍ³） 3,251 3,300 △49 △1.5％

家庭用 575 559 15 2.8％ 前年の高気温の反動など

業務用等 2,676 2,741 △65 △2.4％
気温影響(主に前年夏場の高気温
による空調需要増の反動 )△26、
需要開発＋18、その他△57 

LPG（千トン） 470 473 △4 △0.7％

電気（百万 kWh） 2,824 2,897 △73 △2.5％ 前年夏場の高気温の反動など

＜参考＞平均気温（℃） 17.1 17.7 △0.6 -

2027.3期
見通し

2026.3期
実績

増減 増減率 摘要

お客さま数（千件） 3,158 3,121 38 1.2％

都市ガス 1,766 1,759 8 0.4％

LPG※ 654 646 8 1.2％

電気 738 716 22 3.1％

エネルギー

お客さま数

エネルギー

販売量

2．2027年3月期 連結決算の通期見通し

（1）お客さま数・販売量（対前年）

※ 配送受託件数を含む



（単位：億円）

2．2027年3月期 連結決算の通期見通し

（2）収支状況等　 　　　　　           　　　　　　

【感応度（ 7月以降の指標が変動した場合の影響）】【前提】 （単位：ドル /バレル、円 /ドル）

営業利益

 原油価格 ＋1ドル/バレル △2億円

 為替レート ＋1円/ドル △2億円
9

2027.3期
見通し

2026.3期
実績

増減 増減率 摘要

売上高 6,700 6,510 189 2.9% 前回公表見通しから変更なし

営業利益 190 317 △127 △40.2%    〃

経常利益 250 378 △128 △34.0%    〃

親会社株主に帰属する
当期純利益

230 314 △84 △26.9%    〃

投融資 870 592 277 46.7% 前回公表見通しから変更なし

減価償却費 389 386 3 0.8% 　〃

ROE 4.8%※ 6.8% △2.0pt － 前回公表見通しから変更なし

※　自己資本は、 2026.3期末の自己資本に公表済の利益見通し、株主還元を考慮して算定。

2027.3期 2026.3期 対前期比較 備考

原油価格 103.2 71.4 31.8ドル高 7月以降 100ドル/バレル

為替レート 159.9 150.7 9.2円安 7月以降 160円/ドル
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経常利益
△128億円
（378⇒250）

営業利益
△127億円
（317⇒190）

■ガス販売量の影響 ＋5億円

■原料関連の市況変動等の影響 △125億円

【内訳】

・スライドタイムラグ △245億円
（60⇒△185）

・原材料在庫の受払差 ＋45億円
（0⇒45）

・その他 ＋75億円

■経費等の影響 ＋23億円

ガス
△97億円
（192⇒95）

営業外収支
±0億円
（60⇒60）

(注) 括弧内の数値…左側：2026.3期利益の絶対値
右側：2027.3期利益の絶対値

LPGその他
△10億円
（30⇒20）

電気
△19億円

（19⇒0）

2．2027年3月期 連結決算の通期見通し

（3）経常利益  増減要因（対前年）　

その他 (調整額含む)

    ±0億円
   （75⇒75）
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＜参考1＞資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応
　　　～前期末からの自己資本の変動～

●自己資本は、株主還元の実行により株主資本は減少する一方、保有する株式の時価の上昇などに伴うその他の包
括利益累計額の増加により、前期末から増加。

●目安とした2028年3月末の自己資本4,000億円への最適化に向け、引き続き株主還元の実行を着実に進める。



年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
2026
(計画)

連結当期純利益 180 148 162 85 154 337 273 254 314 230
年間配当額 55 58 58 58 60 63 73 79 83 81
[1株あたり配当金 ] [52.5円] [55円] [55円] [55円] [57.5円] [60円] [70円] [80円] [90円]

[22.5円]
[1株あたり配当金 (分割補正後 )] [13.125円] [13.75円] [13.75円] [13.75円] [14.375円] [15円] [17.5円] [20円] [22.5円]

自己株取得 29 - 29 - 15 - - 300 300 ※2 150
株主還元 計 ※1 85 58 88 58 76 63 73 379 383 231

＜参考2＞株主還元の実施状況
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●2025年度は、配当並びに自己株式の取得により、総還元性向100％を超える株主還元を実施。
●中期経営計画の計画期間（2025～2027年度）においては、利益成長とともに累進的な増配を目指す。また、自己株式の

取得を進め、2027年度末の自己資本4,000億円を目安に最適化を図る。

■ 配当金
　・2025年度の期末配当金は、1株あたり45円を実施（通期で1株あたり90円）。

　・2026年度は通期で1株あたり22.5円(4分割前換算90円)を予定。

■ 自己株式の取得
　・2026年3月31日に決議した、4月～9月を期間とする上限400万株、150億円の自己株式の取得を着実に実行中。

※1  年間配当額は配当の基準日が属する年度、自己株取得は取得年度で記載
※2  公表済みの取得上限額を記載

（単位：億円）



＜参考3＞中期経営計画 2025-2027の概要

　　①中期経営計画の位置づけ
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Group VISION
2030年代半ばに目指す姿

創業の精神　〔三位一体の精神〕 企業理念

当社グループの目指す姿
当社グループは、2022年６月に創立100周年を迎えました。

その節目にあたり公表したグループビジョンでは、当社グループの社員が共通認識に立ち、

新たな時代を切り拓けるよう、 2050年の社会像を思い描くとともに、

中間地点となる2030年代半ばに目指す姿を定めました。

新たな中期経営計画は、その実現に向けた第二ステップの前半戦にあたります。

前　半

戦略事業をコア事業に
並ぶ規模に成長させ、
目指す姿に到達

※1  都市ガス・LPGなど、長期安定的な収益基盤としてキャッシュフローを創出する事業　　※ 2  電気・海外・エネルギーサービスなど、中長期的な成長を牽引する事業

コア事業 ※1から戦略事業 ※2

へ経営資源をシフトし、
新たな成長に向けた道筋
を確立

グループビジョン実現のための価値創造の取組みテーマ （マテリアリティ）

カーボンニュートラルの
推進

多様なエネルギーと
サービスの提供

安全・安心かつ安定した
エネルギーの供給

コンプライアンス・
ガバナンスの強化

社会課題解決を通じた
地域への貢献

働きがい・働きやすさの向上
とダイバーシティの推進

2025～2027年度

前　半 後　半

経営資源配分の見直しを加速し、
事業構造の変革を推進

中期経営計画



＜参考3＞中期経営計画 2025-2027の概要

　　②全体戦略・数値計画
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利益・収益性

〔連結経常利益の変動イメージ〕

グループビジョン実現に向けた利益・収益性向上の過程として、計画最終年度（ 2027年度）において、以下の水準を目指します。

足元の実力利益 2027年度（想定）

300
億円

物価･賃金上昇への

対応、利払い負担等

250
億円

コア事業の効率化、

収益力強化

戦略事業の

利益伸長 300
億円

うち

コア事業　：180億円

戦略事業：100億円

うち

コア事業　：160億円

戦略事業：   40億円

300億円 足元の実力利益比＋50億円

連結経常利益利益目標

電気事業・海外事業の規模の拡大と競争力の強化

地域を基点とした課題解決型ビジネスの深耕  等

政策保有株式の売却益 (特別利益) を

含めた利益水準および、自己資本の

水準から見通す中計最終年度の

ROEは6％＋α

ROEの水準について

戦略事業を中心とした持続的な

利益成長により、中計期間以降、

さらなるROEの向上を目指す方針

中計最終年度の
ROE見通し

6％ + α
株主資本コスト

5％程度



＜参考3＞中期経営計画 2025-2027の概要

　　②全体戦略・数値計画
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株主還元・資本政策

自己資本の目安とする

水準について、

3,500 ～ 4,000億円※1程度と整理

（予）

〔配当金の推移〕

自己株式の取得を進め

2027年度末の

自己資本4,000億円を

目安に最適化を図ります。

政策保有株式について、

保有意義の薄れたものを中心に、

まずは１/３程度を売却※2

2027年度末までに

１/３程度の売却 ※2を

完了します。

利益成長とともに

累進的な増配 を目指します。

（単位：円/株） 

中計期間における配当政策 自己資本の最適化 政策保有株式の売却

〔参考〕 2024年４月の当社開示内容
　　　　「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」

※1  ガス事業者の使命である安全・安心、安定供給の確保の必要性を踏まえ、大規模地震等の自然災害や、原料調達への地政

学リスク等を考慮し整理した水準。外部環境の変化やリスクの量・性質に応じて変化する可能性がある

※2  2023年度末の残高に対する比率。2027年度末の政策保有株式の残高は、自己資本対比で20%未満となる想定

20円/株を基点とし

利益成長とともに

累進的な増配を目指す



＜参考3＞中期経営計画 2025-2027の概要

　　③財務戦略
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